	令和５年度

児童発達支援
放課後等デイサービス
実地指導事前調書
（作成基準日　令和　　年　　月　　日）

※基準日は、実地指導を行う月の１日とします。

事業所名

作成者



１　職員について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準日現在

	氏名
【イニシャル表記】　
	職種
	兼務先
及び職種
	Ａ　職員の
1週間の
勤務時間
	Ｂ　＝Ａ÷Ｃ

(小数点以下第２位まで)
	当該事業所で

勤務を始めた日
	配置加算等の該当
（有・無）
	辞令交付

又は雇用契約等
	資格等及び資格取得年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	名
	
	
	
	
	
	
	
	


	Ｃ　就業規則で定めた

１週間の勤務時間
	時間


記入要領

１　職員名簿等の既存資料がある場合は、当該資料の利用可（ただし、上記の記載内容を満たさない場合は手書き等により追記すること）。
２　職員の勤務実績表３か月分（基準月の前々月から基準月まで）を添付すること。

３　職種は、管理者、児童発達支援管理責任者、児童指導員、保育士、運転手、看護師、その他等の職種を記入すること。

４　「兼務先及び職種」欄：　他の事業所に従事している場合、その事業所名及び職名を記入すること。併設事業所の場合は、(併)と記入すること。

５　「Ａ　職員の１週間の勤務時間」欄：　事業所における職種別の勤務時間を記入すること。勤務形態が２週間に４時間勤務等、不規則な勤務シフトの場合は、１週間の勤務時間に換算すること。

６　「辞令交付又は雇用契約等」欄：　従業者の任免を書面で行っていない場合は「無」と記入すること。

７　「Ｃ　就業規則で定めた１週間の勤務時間」が３２時間を下回る場合は３２時間とすること。

(記入例)
	氏名
	職種
	兼務先
及び職種
	Ａ　職員の
1週間の
勤務時間
	Ｂ　＝Ａ÷Ｃ

(小数点以下第２位まで)
	当該事業所で

勤務を始めた日
	配置加算等の該当

（有・無）
	辞令交付

又は雇用契約等
	資格等及び資格取得年月日

	Ａ
	管理者
	
	１０時間
	０．２５
	Ｈ１８．４．１
	無
	辞令
	

	Ｂ
	保育士
	
	３０時間
	０．７５
	同　　　上
	無
	辞令
	

	Ｃ
	児童発達支援管理責任者
	―
	４０時間
	１．００
	Ｈ１８．６．２
	無
	辞令
	

	Ｄ
	保育士
	―
	１５時間
	０．３７
	Ｈ２４．４．１
	無
	雇用契約
	


	Ｃ　就業規則で定めた
１週間の勤務時間
	４０　時間


２　サービス利用申込と提供の状況（前年度４月から基準月まで）

	サービスを提供しなかった理由、件数
	事後の対応等

	（１）現員で対応できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（２）実施地域以外からの申込のため
（　　　　　　　　　　）件
	（事後の対応）

	（３）適切なサービスが提供できないため
（　　　　　　　　　　）件
	（適切なサービスが提供できない理由及び事後の対応）

	（４）その他

（　　　　　　　　　　）件
	（提供できない理由及び事後の対応）


３－１　障害児の健康診断の状況（児童発達支援センターのみ記載）
	
	健康診断実施年月日（予定日）
	受診者数（予定者数）
	二次検診
	未受診者の取扱

	前年度
	無　／　　年　　月　　日
	名
	名
	

	今年度
	無　／　　年　　月　　日
	名
	名
	


３－２　職員の健康診断の状況・健康管理

	
	受診者数（予定者数）
	未受診者の取扱
	左記以外の健康管理の方法

	前年度
	名
	
	

	今年度
	名
	
	


４　利用料の状況
	項目
	単価
	基準月の前々月
　年　月
	基準月の
前月
　年　月
	基準月
　年　月
	摘要

	
	
	
	
	
	


※　「日常生活においても通常必要となるものに係る費用」は、内訳及び積算根拠を摘要欄に記載するか、又は別紙で添付すること。

(記入例)
	項目
	単価
	○年□月
	○年△月
	○年◇月
	摘要

	・食事の提供に要する費用

・日用品費

・日常生活においても通常・必要となるものに係る費用

内訳 　○○○代
	○○円／食

○○円

○○円

積算根拠

(内訳及び積算根拠を明記すること（別紙添付可）)
	□人

□人
□人
	□人

□人

□人
	□人

□人

□人
	・運営規程および重要事項説明書に記載していること、また、利用者の保護者からの同意を得ていること。
※その他の日常生活費については、個別に内訳（○○、○○代・・・）を記載すること。なお、その費用について、利用者の同意を得て実費を随時に徴するものではなく、１月若しくは１日単位で事業所が定めた単価で徴するもの（日用品費　１日１５０円など）については、その単価の積算根拠を記載すること（任意の様式で別紙を添付しても可）。


５　秘密保持等

(１)　守秘義務に関する事業所の措置

	
	規定の方法
	退職後の守秘義務の規定の有無

	正規職員
	
	

	臨時・非常勤職員
	
	


(２)　個人情報保護に関する事業所の措置

	個人情報取扱事業者の該当の有無
	プライバシーポリシー及び個人情報保護規程の策定、公表の状況
	責任体制の確保（個人情報保護管理者の設置等）の状況
	従業者の啓発（研修の実施等）

	有　・　無
	
	
	


６　苦情解決の状況　（前年度４月から基準月まで）

(１)　解決体制

	苦情受付担当者
	苦情解決責任者
	第三者委員

設置の有無
	第三者委員の職業
（設置している場合に記入）
	利用者等への周知の方法

	(職名)　　(氏名)
	(職名)　　(氏名)
	有・無
	
	


(２)　解決状況

	
	受付年月日
	申立者と

利用者の関係
	苦情内容
	解決年月日
	解決方法及び結果

	事業所の相談窓口に

寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	運営適正化委員会に

寄せられた苦情
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　苦情解決簿等の写しを添付して代わりとしても可。

２　「解決方法及び結果」欄：　第三者委員を設置している場合は、報告の有無も記載すること。
７　安全管理、事故発生時の対応等

(１)　事故の記録等　（前年度４月から基準月まで）
	事故発生年月日
	事故の概要及び受傷等の状態
	報告年月日
	処理結果及び再発防止策

（職員に対する周知方法も含む）

	
	
	家族等
	市町村
	都道府県
	

	
	
	
	
	
	


※　事故処理簿等の写しを添付して代わりとしても可。
(２)　事故の予防　（事故の防止対策の具体的な内容を記入する。）

	ヒヤリハット事例等の把握の有無
	検討委員会の有無
	対　策　を　講　じ　た　事　例

	有　　　・　　　無
	有　　　・　　　無
	


（３）　送迎時の安全管理
	送迎車の有無
	送迎車の安全装置の有無
	乗降時の安全確認の方法

	有　（　　　台）　　・　　　無
	有（　　台）　　・　　　無
	


　　　　

８　要配慮者利用施設における避難確保計画　（H29.6.19改正　水防法・土砂災害防止法）
　（１）市町村地域防災計画における要配慮者利用施設

　　　□　該当しない

　　　□　該当する（□浸水想定区域　　□土砂災害警戒区域）

　　　　　　↓（該当する場合）

　（２）避難確保計画の作成

　　　□　作成済み（　　　　.       .      ）※日付け記入

　　　□　作成中

　　　□　未作成

　　　　　　↓（作成済みの場合）

　（３）市町村への報告

　　　□　報告済み（　　　　.        .        ）※日付け記入

　　　□　未報告

　（４）避難確保計画に基づく避難訓練の実施

　　　□避難訓練実施済み（　　　　　.          .     ）※日付け記入

　　□未実施
９　介護報酬の請求状況　
(１)　加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２)　減算
	・児童指導員等加配加算

・関係機関連携加算

・事業所内相談支援加算
・利用者負担上限額管理加算

・福祉専門職員配置等加算　　( Ⅰ ・ Ⅱ・Ⅲ )
・欠席時対応加算

・特別支援加算

・医療連携体制加算　　( Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ )
・送迎加算( 障害児（重症心身障害児を除く）の場合)
・送迎加算（重症心身障害児の場合)

・延長支援加算( 障害児（重症心身障害児を除く）の場合)

・延長支援加算（重症心身障害児の場合)
・家庭連携加算
・福祉・介護職員処遇改善加算　( Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ　)
・福祉・介護職員特定処遇改善加算　（　Ⅰ　・　Ⅱ　）
・強度行動障害児支援加算

・保育・教育等移行支援加算

・共生型サービス体制強化加算
・専門的支援加算
・個別サポート加算　( Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ　)
・看護職員加配加算
〔児童発達支援〕

・人工内耳装用児支援加算

・食事提供加算　( Ⅰ ・ Ⅱ )

・栄養士配置加算( Ⅰ ・ Ⅱ )
	（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

	・営業時間が４時間未満の場合

・営業時間が４時間以上６時間未満の場合
・定員超過に該当する場合

・人員欠如の場合

・個別支援計画が作成されていない場合等
・自己評価結果等未公表減算

・身体拘束廃止未実施減算
	（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）

（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）
（ 有　・　無 ）


※　基準月以前の１年間の加算状況を記入すること。
１０　サービス利用者一覧表（基準月の前々月から基準月までの３か月間の利用者について作成）

	番号
	氏名
【イニシャル表記】
	指標該当

の有無
	援護の実施市
	利用開始

（終了）

　年　月　日
	市町村への契約内容の報告
　年　月　日
	サービス担当者会議開催

　年　月　日
	通所支援計画見直し

　年　月　日
	利用者負担

上限額（月）
	通所支援計画作成担当者（職）氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　利用者名簿等既存の資料がある場合は、当該資料（コピー等）の利用可（ただし、上記の項目を満たさない場合は、手書き等により追記すること）。

２　「指標該当の有無」欄：　記載対象期間中に変更があった場合は、変更前と変更後の内容を併記すること（例　指標該当の有→無等）。

３　「利用開始（終了）年月日」欄：　基準月の前々月から基準月までの３か月に利用を止めた者については利用開始年月日に併せて利用終了年月日を記載すること。

４　「サービス担当者会議開催年月日」欄：　直近の開催年月日を記入すること。

５　「サービス利用計画見直し年月日」欄：　計画を作成したが見直しを行っていない場合は、計画作成年月日を記入し、見直しなしと記入すること。
６　「利用者負担上限額（月）」欄：　金額を記入すること。利用者負担が１割の場合は、１割と記入すること。
１１　職員研修の実施（前年度分を記載。実施のない区分については、実施日の欄に「実施なし」と記載してください。）
	区分
	実施日
	内容
	参加人数

	事故・安全対策に関する研修
	
	
	

	感染症に関する研修
	
	
	

	障害特性への理解、発達に関する学習等利用児童への支援方法に関する研修
	
	
	

	接遇・マナー研修
	
	
	

	個人情報の取扱いに関する研修
	
	
	

	身体拘束適正化に関する研修
	
	
	

	虐待防止研修
	
	
	

	（自由記載）

	
	
	

	（自由記載）

	
	
	


１２　各種会議の開催状況
	区分
	実施日
	内容
	参加人数
	指針の作成

	虐待防止委員会
	
	
	
	有　　・　　　無

	身体拘束適正化委員会
	
	
	
	有　　・　　　無

	感染症対策委員会
	
	
	
	有　　・　　　無

	（自由記載）
	
	
	

	（自由記載）
	
	
	


